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(57)【要約】
【課題】アルミニウム合金板等の変形し易い薄板であっ
ても、一方向に連続して正確に板厚分布を測定すること
ができる非接触式の連続板厚測定装置を提供する。
【解決手段】連続板厚測定装置は、ワークＷの板面に離
間して対向させて設置した一対のセンサ１１，１２を備
える静電容量式厚さ計と、センサ１１，１２の前方と後
方に設けられてワークＷを一方向に搬送する送りローラ
４，５と、上面が平面な基準面を有してワークＷを載置
する載置台６と、センサ１１，１２の両側で載置台６に
ワークＷを浮き上がらないように押圧するガイド板７を
備える。送りローラ４，５のそれぞれは、周面における
ワークＷとの当接部を基準面に合わせて設置された金属
製の下部ローラ４２，５２と、ワークＷに当接離間自在
で下部ローラ４２，５２と協働してワークＷを挟持する
、周面に弾性部材を設けた上部ローラ４１，５１と、を
有する。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板状の被測定物の板厚を一方向に連続して測定する非接触式の連続板厚測定装置であっ
て、
　前記被測定物の板面に離間して対向させて設置した一対のセンサを備える静電容量式の
厚さ計と、
　前記一方向における前記センサの前方及び後方に一組ずつ設けられて、前記被測定物を
前記一方向に搬送する２組の送りローラと、
　上面が平面な基準面を有して、前記被測定物を載置する載置台と、
　前記載置台に載置された前記被測定物を、前記センサの両側で、前記載置台に押圧して
板厚方向に固定する押さえ手段と、を備え、
　前記送りローラは、金属材料からなる下部ローラと、周面に弾性部材を設けて前記下部
ローラと協働して前記被測定物を挟持する上部ローラと、を有し、
　前記下部ローラは、周面における前記被測定物との当接部を前記基準面に合わせて設置
され、
　前記上部ローラは、前記被測定物に当接離間自在に設置され、
　前記載置台は、前記センサ及び前記下部ローラのそれぞれが対向する部分が貫通して形
成され、上面に自己潤滑性を有する樹脂材料を設けたことを特徴とする連続板厚測定装置
。
【請求項２】
　前記押さえ手段は、前記被測定物との接触面に自己潤滑性を有する樹脂材料を設けた平
板状の部材を備えることを特徴とする請求項１に記載の連続板厚測定装置。
【請求項３】
　前記押さえ手段は、前記一方向に搬送される前記被測定物に弾性部材を設けた周面が当
接して回転するローラ状の部材を備えることを特徴とする請求項１に記載の連続板厚測定
装置。
【請求項４】
　前記２組の送りローラは同一の径に形成され、前記後方の送りローラの回転速度が前記
前方の送りローラの回転速度以上であることを特徴とする請求項１ないし請求項３のいず
れか一項に記載の連続板厚測定装置。
【請求項５】
　前記被測定物は導体であり、
　前記下部ローラに当接する前記被測定物と前記厚さ計とを導通させる導通手段をさらに
備えることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか一項に記載の連続板厚測定装
置。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の連続板厚測定装置と、演算処理手段と
、を備えた金属板のクラウン検査装置であって、
　前記連続板厚測定装置は、圧延方向に直交する方向を前記一方向として、測定した前記
金属板の板厚の値を連続して前記演算処理手段に出力し、
　前記演算処理手段は、入力された前記板厚の値における前記圧延方向に直交する方向の
両端及び中心のそれぞれの板厚の値に基づいて、前記金属板のクラウンの値を算出するこ
とを特徴とするクラウン検査装置。
【請求項７】
　記憶装置及び通知手段をさらに備え、
　前記演算処理手段は、閾値を予め入力されて前記記憶装置に記憶し、前記閾値に基づい
て前記金属板のクラウンの合否を判定し、
　前記クラウンが不合格であると前記演算処理手段が判定した場合に、前記通知手段が外
部に通知することを特徴とする請求項６に記載のクラウン検査装置。
【請求項８】
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　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の連続板厚測定装置と、演算処理手段と
、を備えた金属板のリップル検査装置であって、
　前記連続板厚測定装置は、圧延方向を前記一方向として、測定した前記金属板の板厚の
値を連続して前記演算処理手段に出力し、
　前記演算処理手段は、入力された前記板厚の値を前記金属板における測定位置に関連付
けし、前記板厚の前記圧延方向における変化状態を取得することを特徴とするリップル検
査装置。
【請求項９】
　記憶装置及び通知手段をさらに備え、
　前記演算処理手段は、閾値を予め入力されて前記記憶装置に記憶し、前記閾値に基づい
て、前記金属板についてリップルの有無を判定し、
　リップル有と前記演算処理手段が判定した場合に、前記通知手段が外部に通知すること
を特徴とする請求項８に記載のリップル検査装置。
【請求項１０】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の連続板厚測定装置で金属板の圧延方向
に直交する方向に連続して測定される板厚に基づいて、前記金属板のクラウン検査を行う
クラウン検査方法であって、
　前記連続板厚測定装置で前記金属板の板厚が測定される毎に、前記板厚の値を入力し、
前記板厚の値を前記金属板における測定位置に関連付けて記憶装置に記憶して、前記圧延
方向に直交する方向に連続した板厚の値を取得する連続板厚測定工程と、
　前記測定位置が前記圧延方向に直交する方向の両端及び中心であるそれぞれの板厚の値
に基づいて、前記金属板のクラウンの値を算出するクラウン算出工程と、を行うことを特
徴とするクラウン検査方法。
【請求項１１】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の連続板厚測定装置で金属板の圧延方向
に連続して測定される板厚に基づいて、前記金属板のリップル検査を行うリップル検査方
法であって、
　前記連続板厚測定装置で前記金属板の板厚が測定される毎に、前記板厚の値を入力し、
前記板厚の値を前記金属板における測定位置に関連付けて記憶装置に記憶して、前記圧延
方向に連続した板厚の値を取得する連続板厚測定工程と、
　前記圧延方向に連続した板厚の値に基づいて、前記板厚の前記圧延方向における変化状
態を取得するリップル検査工程と、を行うことを特徴とするリップル検査方法。
【請求項１２】
　請求項６または請求項７に記載のクラウン検査装置を備えて、圧延される金属板のクラ
ウンを是正するために圧延機を制御するクラウン制御装置であって、
　前記クラウン検査装置の演算処理手段は、算出した前記圧延機で先行して圧延された金
属板のクラウンの値と、予め入力された設定値との差分に基づいて、前記差分を減少させ
るような前記圧延機の制御パラメータの補正値を算出し、
　前記制御パラメータを前記補正値により補正する指示を前記圧延機に出力する補正手段
をさらに備えることを特徴とするクラウン制御装置。
【請求項１３】
　請求項１０に記載のクラウン検査方法を用いて、圧延される金属板のクラウンを是正す
るために圧延機を制御するクラウン制御方法であって、
　前記クラウン検査方法のクラウン算出工程で算出した前記圧延機で先行して圧延された
金属板のクラウンの値と、予め入力された設定値との差分に基づいて、前記差分を減少さ
せるような前記圧延機の制御パラメータの補正値を算出する補正値算出工程と、
　前記制御パラメータを前記補正値により補正する指示を前記圧延機に出力する補正指示
工程と、をさらに行うことを特徴とするクラウン制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、板状の部材について、その板厚を所望の一方向に連続して測定する非接触式
の連続板厚測定装置、ならびに金属板について測定した一方向に連続した板厚からクラウ
ン検査及びリップル検査を行う技術、クラウンを是正するために圧延機を制御する技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、アルミニウム合金等の金属材料を圧延して形成された金属板は、圧延方向また
はその直交する方向（圧延直角方向、圧延幅方向）における板厚分布を測定することで、
圧延等の加工条件を制御し、品質を管理している。このような板厚の分布を測定するため
には、測定対象である金属板上を圧延方向や圧延直角方向に沿って測定器を走査させて、
あるいは切り出した金属板を固定した測定器に対して移動させて、連続して板厚を測定す
る手法が知られている。金属板は、圧延方向に沿って測定することで圧延機の振動や圧延
速度ムラ等に起因するリップルの発生を検知することができ、圧延直角方向に沿って測定
することでクラウンやウェッジの過大を検知することができる。
【０００３】
　また、金属板に限らず、板厚を測定する方法としてマイクロメータ等を用いた接触式の
機械的な測定方法が知られている。しかし、このような接触式の測定方法では、被測定物
にマイクロメータの先端（測定子）を接触させたまま走査させて測定するため、被測定物
の表面（板面）に疵が付き易く、また、測定子に振動が発生したり、測定子が磨耗粉や異
物の堆積・剥離、及び表面疵等によるイレギュラーな凹凸を検出して、測定値が不正確に
なることがある。そこで、電気的、磁気的、または光学的な方法による非接触式の測定が
用いられ、被測定物の材質や板厚、精度等によって測定方法が選択されている。例えば、
数ｍｍ以下の厚さを高精度に測定するためには、電気的方法である静電容量式による測定
装置が知られており（例えば特許文献１参照）、装置によっては１μｍ未満の分解能を有
する。静電容量式による板厚の測定は、例えば所定の間隔で離間して設置された一対のセ
ンサ（電極）の間に接触しないように被測定物を挿入し、センサと被測定物との距離によ
って変化する静電容量を計測することで、被測定物の板厚が得られる。
【０００４】
　ここで、板厚の面内分布を正確に測定するためには、一対のセンサの一方に対向する被
測定物の面を固定する必要がある。金属板等の被測定物の板厚分布を正確に測定するため
に一方の面を固定することは、接触式、あるいは光学的な測定方法等においても共通する
構成である。しかし、圧延して形成された金属板は、圧延時や圧延後に反りや歪みを生じ
て、必ずしも平坦でないことが多い。そのため、鋼板を測定領域において載置台に完全に
接触するように固定した板厚測定装置（特許文献２参照）が開発されている。また、鋼板
の矯正装置として、鋼板を加圧ラムで載置台に押し付けながら搬送して、加圧ラムを通過
した直後に板厚を測定してフィードバックさせる装置（特許文献３参照）が開発されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特公昭６１－５５０４３号公報
【特許文献２】実開平５－２３０２１号公報
【特許文献３】特許第２５０６２４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来の装置では、以下に示すような問題点が存在する。板厚測定装置は
、静電容量式の厚さ計で測定するためには、被測定物の両面がそれぞれ非接触でセンサに
対向し、さらに被測定物が平坦な板の状態とする必要がある。すなわち、特許文献２に記
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載したような板厚測定装置は、被測定物を測定箇所において載置台に押し付ける等して完
全に接触するように固定し、さらに被測定物を曲面に固定しているため、静電容量式の厚
さ計による測定には適していない。また、板厚測定装置では、例えばアルミニウム合金材
を冷間圧延した板厚０．５ｍｍ程度以下の薄板について測定する場合、剛性の高い鋼板よ
りも変形し易く、特許文献３に記載したように測定直前に矯正しても、矯正された状態を
保持して測定することが困難である。
【０００７】
　本発明は、前記問題点に鑑みてなされたものであり、アルミニウム合金冷延板等の、変
形し易く若干の歪を有する薄板であっても、非接触式で正確に板厚分布を測定することが
できる連続板厚測定装置を提供し、さらにこの連続板厚測定装置を利用したクラウン検査
やリップル検査を行う装置及び方法、ならびにクラウンを是正するために圧延機を制御す
る装置及び方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　すなわち、本発明に係る連続板厚測定装置は、板状の被測定物の板厚を一方向に連続し
て測定する非接触式の連続板厚測定装置であって、前記被測定物の板面に離間して対向さ
せて設置した一対のセンサを備える静電容量式の厚さ計と、前記一方向における前記セン
サの前方及び後方に一組ずつ設けられて、前記被測定物を前記一方向に搬送する２組の送
りローラと、上面が平面な基準面を有して、前記被測定物を載置する載置台と、前記載置
台に載置された前記被測定物を、前記センサの両側で前記載置台に押圧して板厚方向に固
定する押さえ手段と、を備える。前記送りローラは、金属材料からなる下部ローラと、周
面に弾性部材を設けて前記下部ローラと協働して前記被測定物を挟持する上部ローラとを
有し、前記下部ローラは、周面における前記被測定物との当接部を前記基準面に合わせて
設置され、前記上部ローラは、前記被測定物に当接離間自在に設置され、前記載置台は、
前記センサ及び前記下部ローラのそれぞれが対向する部分が貫通して形成され、上面に自
己潤滑性を有する樹脂材料を設ける構成とした。
【０００９】
　かかる構成により、連続板厚測定装置は、例えば金属板を切り出したサンプル等を被測
定物として、これを載置台に載置してセンサの前方の送りローラからセンサの手前の位置
に被測定物の先端を配置する。そして、連続板厚測定装置は、上部ローラ及び押さえ手段
を下方に移動させて、被測定物を前方の送りローラ及び押さえ手段のそれぞれで挟み込ん
で、前方の送りローラによりセンサに向けて載置台に沿って送る。次に、連続板厚測定装
置は、被測定物の先端がセンサに対向する位置を通過することで、被測定物の板厚が先端
から測定され、さらに被測定物の先端が後方の送りローラに到達することで、被測定物が
後方の送りローラにも挟持される。そして、連続板厚測定装置は、後方の送りローラで被
測定物を送ることで、搬送方向に沿って末端まで連続して板厚を測定することができる。
また、連続板厚測定装置は、下部ローラにより当該下部ローラに当接する被測定物の位置
が基準面に設定され、かつ上部ローラで被測定物が挟持されるため、被測定物が送られな
がら前後の送りローラ間で基準面に設定されていき、さらにセンサ対向箇所でも被測定物
が押さえ手段により基準面からずれることがないため、精度よく板厚が測定される。また
、連続板厚測定装置は、載置台上を被測定物が摺動しても、接触面が自己潤滑性を有する
樹脂材料で形成されているので疵付き難く、また押さえ手段で被測定物が押圧されても、
搬送が阻害されない。
【００１０】
　また、本発明に係る連続板厚測定装置において、前記押さえ手段は、前記被測定物との
接触面に自己潤滑性を有する樹脂材料を設けた平板状の部材を備える構成とすることがで
きる。あるいは、前記押さえ手段は、前記一方向に搬送される前記被測定物に弾性部材を
設けた周面が当接して回転するローラ状の部材を備える構成とすることができる。
　かかる構成により、連続板厚測定装置は、押さえ手段における被測定物に接触する部材
が、板状であっても自己潤滑性を有する樹脂材料により、あるいはローラ状であるために
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、被測定物と当接しても被測定物の搬送を阻害することなく、被測定物が載置台から浮き
上がって基準面からずれることを防止することができる。
【００１１】
　また、本発明に係る連続板厚測定装置において、前記２組の送りローラは同一の径に形
成されて、前記後方の送りローラの回転速度が前記前方の送りローラの回転速度以上であ
ることが好ましい。
　かかる構成により、連続板厚測定装置は、２組の送りローラ間で被測定物が撓むことな
く変形が矯正された状態で板厚が測定される。
【００１２】
　また、被測定物が導体であるとき、本発明に係る連続板厚測定装置において、前記下部
ローラに当接する前記被測定物と前記厚さ計とを導通させる導通手段をさらに備える構成
とした。
　かかる構成により、連続板厚測定装置は、被測定物への接続端子を別途設けることなく
、被測定物と接触する下部ローラを介して導体の板厚を測定するために必要な厚さ計との
導通を得ることができる。
【００１３】
　本発明に係るクラウン検査装置は、前記の連続板厚測定装置と演算処理手段とを備え、
前記連続板厚測定装置は、圧延方向に直交する方向を前記一方向として、測定した前記金
属板の板厚の値を連続して前記演算処理手段に出力し、前記演算処理手段は、入力された
前記板厚の値における前記圧延方向に直交する方向の両端及び中心のそれぞれの板厚の値
に基づいて、前記金属板のクラウンの値を算出する構成とした。さらに本発明に係るクラ
ウン検査装置は、記憶装置及び通知手段をさらに備えて、前記演算処理手段が閾値を予め
入力されて前記記憶装置に記憶し、前記閾値に基づいて前記金属板のクラウンの合否を判
定し、前記クラウンが不合格であると前記演算処理手段が判定した場合に前記通知手段が
外部に通知する構成としてもよい。
【００１４】
　かかる構成により、クラウン検査装置は、金属板の板厚の値が連続板厚測定装置により
サンプリング間隔で演算処理手段に入力されると、演算処理手段が、金属板の圧延幅方向
の圧延プロフィルを取得する。クラウン検査装置は、演算処理手段が、その圧延プロフィ
ルからサンプリング間隔に基づいて求めた金属板の両端及び中心の板厚の値によりクラウ
ン値を算出する。また、クラウン検査装置は、予め記憶装置に記憶している閾値と算出し
たクラウン値を比較することで合否判定を行い、例えば閾値を超えた場合に不合格として
通知手段が例えば外部に音や光で通知する。
【００１５】
　同様に、本発明に係るリップル検査装置は、前記の連続板厚測定装置と演算処理手段と
を備え、前記連続板厚測定装置は、圧延方向を前記一方向として、測定した前記金属板の
板厚の値を連続して前記演算処理手段に出力し、前記演算処理手段は、入力された前記板
厚の値を前記金属板における測定位置に関連付けし、前記板厚の前記圧延方向における変
化状態を取得する構成とした。さらに本発明に係るリップル検査装置は、記憶装置及び通
知手段をさらに備えて、前記演算処理手段が閾値を予め入力されて前記記憶装置に記憶し
、前記閾値に基づいて、前記金属板についてリップルの有無を判定し、リップル有と演算
処理手段が判定した場合に前記通知手段が外部に通知する構成としてもよい。
【００１６】
　かかる構成により、リップル検査装置は、金属板の板厚の値が連続板厚測定装置により
サンプリング間隔で演算処理手段に入力されると、演算処理手段が、金属板の圧延方向の
圧延プロフィルを取得する。リップル検査装置は、演算処理手段が、その圧延プロフィル
からサンプリング間隔に基づいて求めた金属板における測定位置から圧延方向における板
厚の変化状態を取得する。また、リップル検査装置は、予め記憶装置に記憶している閾値
と算出した板厚の変化量等を比較することで合否判定を行い、例えば閾値を超えた場合に
不合格として通知手段が例えば外部に音や光で通知する。
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【００１７】
　また、本発明に係るクラウン検査方法は、前記の連続板厚測定装置で金属板の圧延方向
に直交する方向に連続して測定される板厚に基づいて、前記金属板のクラウン検査を行う
ものであり、連続板厚測定工程とクラウン算出工程とを行うこととした。かかる手段によ
って、連続板厚測定工程により、前記連続板厚測定装置で前記金属板の板厚が測定される
毎に、前記板厚の値を入力し、前記板厚の値を前記金属板における測定位置に関連付けて
記憶装置に記憶して、前記圧延方向に直交する方向に連続した板厚の値を取得し、クラウ
ン算出工程により、前記測定位置が前記圧延方向に直交する方向の両端及び中心であるそ
れぞれの板厚の値に基づいて、前記金属板のクラウンの値を算出する。
【００１８】
　また、本発明に係るリップル検査方法は、前記の連続板厚測定装置で金属板の圧延方向
に連続して測定される板厚に基づいて、前記金属板のリップル検査を行うものであり、連
続板厚測定工程とリップル検査工程とを行うこととした。かかる手段によって、連続板厚
測定工程により、前記連続板厚測定装置で前記金属板の板厚が測定される毎に、前記板厚
の値を入力し、前記板厚の値を前記金属板における測定位置に関連付けて記憶装置に記憶
して、前記圧延方向に連続した板厚の値を取得し、リップル検査工程により、前記圧延方
向に連続した板厚の値に基づいて、前記板厚の前記圧延方向における変化状態を取得する
。
【００１９】
　前記のクラウン検査装置、クラウン検査方法を用いて、圧延板のクラウンを是正するこ
とができる。すなわち本発明に係るクラウン制御装置は、前記クラウン検査装置の演算処
理手段が、算出した前記圧延機で先行して圧延された金属板のクラウンの値と、予め入力
された設定値との差分に基づいて、前記差分を減少させるような前記圧延機の制御パラメ
ータの補正値を算出し、前記制御パラメータを前記補正値により補正する指示を前記圧延
機に出力する補正手段をさらに備える構成とした。
【００２０】
　また、本発明に係るクラウン制御方法は、前記クラウン検査方法のクラウン算出工程で
算出した前記圧延機で先行して圧延された金属板のクラウンの値と、予め入力された設定
値との差分に基づいて、前記差分を減少させるような前記圧延機の制御パラメータの補正
値を算出する補正値算出工程と、前記制御パラメータを前記補正値により補正する指示を
前記圧延機に出力する補正指示工程と、をさらに行うこととした。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明に係る連続板厚測定装置、クラウン検査装置、リップル検査装置、クラウン検査
方法、リップル検査方法、クラウン制御装置、クラウン制御方法によれば、以下に示すよ
うな優れた効果を奏する。
　連続板厚測定装置は、変形し易い薄板であっても、高精度な静電容量式の測定による連
続した板厚測定が容易となる。
【００２２】
　クラウン検査装置及びクラウン検査方法は、測定した板厚を用いて金属板のクラウン値
を正確に算出できると共に、閾値により合否を判定してその結果を簡単に知ることができ
る。リップル検査装置及びリップル検査方法は、測定した板厚を用いて金属板のリップル
の状態を容易に知ることができると共に、閾値により合否を判定してその結果を簡単に知
ることができる。
【００２３】
　クラウン制御装置及びクラウン制御方法は、測定した板厚を用いて算出した金属板のク
ラウン値と設定値との差分から補正値を求めて圧延機を容易に補正することができ、クラ
ウン不良を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
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【図１】本発明に係る連続板厚測定装置及び板プロフィル検査装置の構成の概要を示す正
面図である。
【図２】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の構成を示す正面図である。
【図３】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の構成を示す平面図である。
【図４】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の構成を示す右側面視での断面図であり、
（ａ）は送りローラの設けられた箇所を示し、（ｂ）はセンサの設けられた箇所を示す。
【図５】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の構成を示す斜視図である。
【図６】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の正面図であって、被測定物の搬送及び板
厚の測定方法を説明する模式図である。
【図７】本発明に係る連続板厚測定装置の要部の正面図を含む板プロフィル検査装置のブ
ロック図であって、被測定物の板厚の測定の原理及び演算処理方法を説明する模式図であ
る。
【図８】本発明に係る連続板厚測定装置によって測定した金属板の板厚の分布を表すプロ
ット図であり、（ａ）はリップルが発生した金属板の圧延方向における板厚の分布、（ｂ
）は圧延方向に直交する方向における板厚の分布を表す。
【図９】金属板の圧延方向に直交する面における断面図であり、金属板の圧延方向に直交
する方向における板厚の均一性の指標を説明する模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
〔連続板厚測定装置〕
　以下、本発明に係る連続板厚測定装置を、図面を参照して説明する。
　なお、本発明の実施形態に係る連続板厚測定装置は、ここではアルミニウム合金等の金
属材料を冷間圧延した板厚０．５ｍｍ程度以下の薄板の板厚を測定して、後記するように
板プロフィル検査装置（クラウン検査装置、リップル検査装置）に使用されるものを説明
する。詳しくは、冷間圧延板（コイル）から圧延方向または圧延方向に直交する方向（圧
延直角方向、圧延幅方向）を長手方向とする帯状の評価用サンプルを切り出して、長手方
向に連続して板厚を測定する装置として説明する。
【００２６】
　図１に示すように、連続板厚測定装置１０は、振動等のないように、床面に設置された
キャビネット付架台の上に、基台２１をネジ等で固定させて設置される。連続板厚測定装
置１０は、静電容量式厚さ計（厚さ計）１と、金属板を切り出した評価用サンプルである
ワーク（被測定物）Ｗを載置する載置台６と、２組の送りローラ４，５と、載置台６上の
ワークＷをガイド板（平板状の部材）７（図２参照）で上から押さえ付ける押さえ手段７
０と、を備える。そして、連続板厚測定装置１０は、図３及び図４（ａ）に示すように、
載置台６に沿って背面側に設置された支持壁２３を隔てて、送りローラ４，５を駆動する
送り機構３をさらに備える。なお、本明細書において、前後とはワークＷの搬送方向すな
わち一方向における向きを指し、図１、図２、さらに図６、図７の各正面図においては、
前を左に、後を右に示し、左から右へワークＷが搬送されることとする。
【００２７】
　（静電容量式厚さ計）
　静電容量式厚さ計１は、一対のセンサ１１，１２をケーブル（図示省略）で接続して備
え、ワークＷを介してセンサ１１，１２間の静電容量を、変換器である本体部分がワーク
Ｗの板厚に変換することで板厚を計測するものである。センサ１１，１２は、図２、図４
（ｂ）、図５～７に示すように、互いに対向して、かつその間に挿入されるワークＷに接
触しないように所定の距離を空けて設置される。このセンサ１１，１２は、径が数～数十
ｍｍ程度の円柱形であり、センサ支持アーム２４で支持壁２３側に固定されている。
【００２８】
　ここで、支持壁２３は、載置台６等のワークＷの板厚測定部分と送り機構３とを隔てる
基台２１上に垂直に設置された隔壁である。また、支持壁２３は、後記する押さえ手段７
０のガイド板駆動部７２を支持している。図２に示すように、支持壁２３は、センサ１１
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，１２及び後記する送りローラ４，５の上部ローラ４１，５１に合わせて正面視で略Ｔ字
型（逆凸字型）の貫通孔が形成されている。センサ支持アーム２４は、詳しくは図４（ｂ
）及び図５に示すように、支持壁２３の背面に固定され、支持壁２３の貫通孔を通って正
面側の載置台６の上下にそれぞれ腕部２４ａ，２４ａを突き出して形成され、腕部２４ａ
，２４ａでセンサ１１，１２を把持している。
【００２９】
　また、静電容量式厚さ計１は、被測定物が金属板すなわち導体であるため、後記するよ
うに、導線等の導通手段により当該静電容量式厚さ計１の本体にワークＷが電気的に接続
された状態で測定が行われる。また、静電容量式厚さ計１は、後記する載置台６の金属部
分とも電気的に接続される。静電容量式厚さ計１は、その機能や設定等にもよるが、数十
ｍｓ程度の所定時間（サンプリング時間）毎に計測することができる。静電容量式厚さ計
１は、センサ１１，１２も含めて、それぞれ公知の静電容量式のものを適用することがで
き、ワークＷの板厚及び測定精度、あるいは材料（導体、絶縁体、半導体）等に応じて選
択される。また、センサ１１，１２間距離及びセンサ１１，１２とワークＷとの距離は、
当該センサ１１，１２の仕様に応じて設定される。
【００３０】
　（載置台）
　載置台６は、図１に示すように、ワークＷを載置して搬送方向に搬送するために延設さ
れた平板状の台であり、キャビネット付架台の上に脚部で固定されている。図２、図４（
ｂ）に示すように、載置台６は、その長手方向の略中心に、静電容量式厚さ計１のセンサ
１１，１２が設置され、このセンサ１１，１２の前後に後記する送りローラ４，５が設置
されている。載置台６は、下側のセンサ１２をワークＷの下面に障壁なくかつ近接して対
向させるために、センサ１２が設置された位置に一回り大きい平面視円形の貫通孔が形成
されている。さらに、載置台６は、送りローラ４，５の各下部ローラ４２，５２が載置面
に合わせてワークＷの下面に当接するように、平面視矩形の貫通孔が形成されている。こ
こで、載置台６は、ワークＷが常に下側のセンサ１２との間隔（距離）を一定に保って搬
送されるように、ワークＷの当接する載置面が、固定された基準面（平面）となるように
設定されている。載置台６におけるこのような基準面は、少なくとも、送りローラ４，５
間及びその近傍（図２～５に示される部分）において形成されるようにする。
【００３１】
　また、載置台６は、ワークＷがセンサ１２からの距離を一定に保つように、ワークＷの
下面が基準面に固定されて搬送するために、ワークＷが載置台６及び下部ローラ４２，５
２のいずれにも接触しない領域を狭くすることが好ましい。そのため、載置台６は、下部
ローラ４２，５２に合わせて形成される貫通孔を、下部ローラ４２，５２の周面に沿って
テーパ形状としたり段差を設けて上方を狭く形成して（図２参照）、ワークＷの載置面を
広くしている。なお、ここでは、図４（ａ）に示すように、載置台６は、送りローラ４，
５（下部ローラ４２，５２）のローラ幅よりも載置面が広くなるように構成されている。
【００３２】
　載置台６は、帯状のワークＷを載置するため、幅方向長さはワークＷの幅以上に形成さ
れている。また後記するように、載置台６は、第１送りローラ４の前側（図１、図２にお
ける左側）にワークＷを載置して測定を開始し、測定が完了すると第２送りローラ５の後
側（図１、図２における右側）にワークＷの全体が搬送される。以下、載置台６の、第１
送りローラ４の前側における全域を搬入部、第２送りローラ５の後側における全域を搬出
部と称する。載置台６は、その搬入部及び搬出部のそれぞれの長さがここではワークＷの
長さ（板厚測定方向における全長）以上となるように形成されている。載置台６は、例え
ばアルミニウム合金の冷間圧延板（コイル）の板幅が、通常９００ｍｍ程度であるため、
これに合わせた長さに形成されている。載置台６は、第１送りローラ４と第２送りローラ
５の間（以下、適宜、矯正領域、図６（ａ）参照）に対して相当に長いワークＷを測定す
る場合、ワークＷが傾いてまっすぐ搬送されなかったり、さらには載置面から落下しない
ように、搬入部または搬出部の幅方向における両縁に、ガイド６ａ，６ａ（側壁、図３参
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照）を形成されるようにしてもよい。
【００３３】
　載置台６は、ここでは、ワークＷを載置し、かつ基準面を保持するように十分な強度を
有する材質、具体的には金属材料等で形成される。また、載置台６は、ワークＷが好適に
摺動して搬送されるように、特に後記するガイド板７で押圧される領域で搬送が阻害され
たり疵が付くことのないように、ワークＷとの接触面である載置面に自己潤滑性を有する
樹脂材料が塗布等により設けられる。載置台６の載置面に設けられる樹脂材料は、摩擦係
数が０．１以下であることが好ましく、例えばテフロン（登録商標）が挙げられる。
【００３４】
　（送りローラ）
　図２に示すように、第１送りローラ４は、静電容量式厚さ計１のセンサ１１，１２が設
置された位置（以下、測定部ともいう、図６（ａ）参照）の前方に設けられ、上部ローラ
４１と下部ローラ４２とからなる。第２送りローラ５は、測定部の後方に設けられ、上部
ローラ５１と下部ローラ５２とからなる。第１送りローラ４及び第２送りローラ５のそれ
ぞれは、上部ローラ４１，５１と下部ローラ４２，５２とにより、測定部の前後それぞれ
でワークＷを上下から挟持し、同期して回転することで、ワークＷを所定速度で搬入部か
ら搬出部へ搬送する。第１送りローラ４、第２送りローラ５の間隔（矯正領域の長さ）、
及びそれぞれの測定部からの距離は、特に規定しないが、センサ１１，１２が対向する測
定部において、ワークＷが撓み等の変形が矯正された状態を保持され易いように設定され
ることが好ましい。また、第１送りローラ４及び第２送りローラ５（４１，４２，５１，
５２）のそれぞれは、ワークＷを十分な強さで挟持することができる径及びローラ幅に形
成されていればよく、ローラ幅は、測定部の幅以上、すなわちセンサ１１，１２の径以上
であればよい。第１送りローラ４及び第２送りローラ５のローラ幅は、ここではワークＷ
の幅よりも短いが、ワークＷの全幅にわたって完全に挟持するように長く形成されてもよ
い。
【００３５】
　下部ローラ４２，５２は、図２及び図４（ａ）に示すように、載置台６に載置したワー
クＷとの当接部である周面の上端が常に基準面に設定されるように設置されている。さら
に、下部ローラ４２，５２は、対となる上部ローラ４１，５１にワークＷを挟んで押圧さ
せるため、周面が変形することがないように、十分な強度を有する材質で形成されて、載
置台６の下方に設けられた下部ローラ支持フレーム２２により回転軸が支持されている。
また、下部ローラ４２，５２は、当接するワークＷが当該下部ローラ４２，５２を介して
静電容量式厚さ計１の本体に電気的に接続されるように、導体である金属材料で形成され
ている。下部ローラ４２，５２は、例えば周面にリード板を常に接触させるように設置し
たり、回転軸部分から、導線（図示省略）で静電容量式厚さ計１の本体と接続するように
構成される。ここでは、下部ローラ４２，５２は、上部ローラ４１，５２がワークＷの上
面に当接して回転することでワークＷを送るときに、そのワークＷの移動により従動する
ように、下部ローラ支持フレーム２２に回転自由に支持されている。
【００３６】
　上部ローラ４１，５１は、ワークＷが、第１送りローラ４と第２送りローラ５の間（矯
正領域）で保持して搬送されるように、下部ローラ４２，５２と協働してワークＷを挟持
して搬送する。また、高強度の金属材料からなる下部ローラ４２，５２に対して、上部ロ
ーラ４１，５１は、搬送されるワークＷの微小な板厚の変化に追随可能とする。そのため
に、上部ローラ４１，５１は周面に弾性部材が設けられている。上部ローラ４１，５１の
周面に設けられる弾性部材は、摩擦係数が０．７以上であることが好ましく、例えばゴム
が挙げられる。また、ワークＷ（金属板）の表面に圧延油が残存する場合があり、送りロ
ーラ４，５がこのようなワークＷの搬送性を維持するために、上部ローラ４１，５１の弾
性部材は耐油性及び吸油性を有することが好ましく、このようなゴムとして発泡ウレタン
が挙げられる。
【００３７】
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　上部ローラ４１，５１は、ワークＷを搬送するために、回転駆動するように構成されて
いる。また、上部ローラ４１，５１は、ワークＷを下部ローラ４２，５２上で所定の荷重
で押圧するために、周面の上端が基準面に設定された下部ローラ４２，５２に対して、測
定されるワークＷの板厚に応じて任意の高さ位置に移動することができるように構成され
ている。さらに、上部ローラ４１，５１は、ワークＷの測定を開始する際に、後記するよ
うに、容易にワークＷを上部ローラ４１と下部ローラ４２との間に挟持させるために、上
下に移動自在に構成されている（図６（ａ）参照）。そのため、上部ローラ４１，５１は
、当該上部ローラ４１，５１を上下移動させて、任意の高さ位置で回転駆動させる送り機
構３に支持されている。詳しくは、図３、図４（ａ）、図５に示すように、上部ローラ４
１，５１のそれぞれの回転軸が、載置台６の背面側に設置された送り機構３に支持されて
、支持壁２３の貫通孔を通って、載置台６上の上部ローラ４１，５１を支持するように設
けられている。このような構成とすることで、上部ローラ４１，５１は、当該上部ローラ
４１，５１間に設けられているセンサ１１やガイド板７に妨げられることなく、送り機構
３による回転駆動及び上下駆動が可能となる。以下、送り機構３の説明と共に、上部ロー
ラ４１，５１の回転駆動及び上下駆動について、詳細に説明する。
【００３８】
　（送り機構）
　送り機構３は、送りローラ４，５を支持し、駆動するものである。ここでは、図２、図
３、図４（ａ）に示すように、送り機構３は、第１送りローラ４及び第２送りローラ５の
それぞれの上部ローラ４１，５１を支持して回転駆動及び上下駆動させる。
【００３９】
　図３及び図４（ａ）に示すように、送り機構３は、支持壁２３の背面側（載置台６の背
面側）に設置され、第１送りローラ４及び第２送りローラ５の上部ローラ４１，５１を回
転駆動させる回転駆動手段３０と、上部ローラ４１，５１の回転軸を回動自在に支持する
上部ローラ支持フレーム３１と、この上部ローラ支持フレーム３１を支持して上下移動さ
せる上下駆動部３２と、を備えている。回転駆動手段３０は、駆動モータ３３と、駆動モ
ータ３３によって回転駆動する駆動プーリ３６と、上部ローラ４１，５１の回転軸に一体
に接続した従動プーリ３４，３５と、従動プーリ３４，３５及び駆動プーリ３６に掛け渡
されて、駆動プーリ３６の回転を従動プーリ３４，３５に伝達するプーリベルト３７と、
を備えている。上部ローラ支持フレーム３１は、正面視略正方形の直方体を、センサ支持
アーム２４を避けるように正面を凹ませて平面視略凹型に形成された筐体で、プーリ３４
，３５，３６を収容し、また正面が厚板で形成されて上部ローラ４１，５１の回転軸を支
持する。
【００４０】
　駆動モータ３３は、上部ローラ支持フレーム３１の背面に突設されて、減速機構を介し
て駆動プーリ３６と回転軸で接続している。従動プーリ３４，３５は、上部ローラ４１，
５１と共に、駆動モータ３３により回転駆動する駆動プーリ３６からプーリベルト３７を
介して回転が伝達されるように構成されている。ここでは、上部ローラ４１，５１を駆動
プーリ３６によりプーリベルト３７により同時に回転させているので、駆動モータ３３の
回転数を調整すれば、上部ローラ４１，５１は同じ回転数で回転する。また、ワークＷの
搬送速度は一定であればよく、所望の板厚測定間隔となるように、静電容量式厚さ計１の
サンプリング時間に基づいて設定され、かかる搬送速度を実現するための周速度となるよ
うに、上部ローラ４１，５１の回転速度が調整されている。
【００４１】
　上部ローラ４１，５１は、それぞれの従動プーリ３４，３５に駆動プーリ３６からプー
リベルト３７を介して駆動モータ３３の回転が伝達されることにより同期して回転する。
また、上部ローラ４１，５１はそれぞれ同じ形状（径）に形成され、さらに、従動プーリ
３４，３５についても、それぞれ同じ形状（径）となるように形成されているため、第１
送りローラ４及び第２送りローラ５におけるそれぞれの搬送速度はここでは同一となるよ
うに設定されている。
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【００４２】
　上部ローラ支持フレーム３１は、回転駆動手段３０、上部ローラ４１，５１と共に、上
下駆動部３２によって上下に移動するように構成されている。上下駆動部３２は例えばエ
アシリンダであり（図示省略）、これにより上部ローラ支持フレーム３１は上下に移動し
て、上部ローラ４１，５１を所定の圧力でワークＷに押し付ける。また、上部ローラ支持
フレーム３１は、上下駆動部３２の上下駆動に伴ってガイドするガイド手段を備えている
。このガイド手段は、支持壁２３の背面に突設させた上下を長手方向とする２本のＬＭガ
イド２３ａ，２３ａにそれぞれ係合する、ガイドブック３１ａが２個ずつ計４個、正面（
厚板）に突設されている（図４（ａ）では、後側の１本のＬＭガイド２３ａ及び２個のガ
イドブック３１ａを示す）。上部ローラ支持フレーム３１は、上下駆動部３２によって上
下に移動し、ガイド手段によってガイドされることにより、上下方向にのみ安定して移動
する。
【００４３】
　（押さえ手段）
　押さえ手段７０は、ワークＷの測定部を挟んだ両側を上から押圧して、ワークＷが測定
部において浮き上がって基準面からずれないように設定するものである。この押さえ手段
７０は、ワークＷに接触する部材であるガイド板７と、ガイド板７を支持するガイド板支
持フレーム７１と、ガイド板支持フレーム７１を上下に移動させるガイド板駆動部７２と
を備える。
【００４４】
　ガイド板７は、載置台６からワークＷの板厚分の距離を空けた上側に設けられる。なお
、ガイド板７が設けられる測定部の両側とは、前後でも幅方向におけるものでもよく、ガ
イド板７は、例えば測定部の前と後に設けた２枚の板で構成されてもよい。ここでは、ガ
イド板７は、測定部を囲む全方向で押圧するように、測定部（センサ１１）に合わせた貫
通孔を有する１枚の平面視矩形の平板状に形成されている。さらにガイド板７は、ワーク
Ｗの矯正領域においてできるだけ広い領域に接触して押圧することが好ましいため、図２
に示すように、前後における側面（端面）を上部ローラ４１，５１の周面に沿わせてテー
パ形状として、ワークＷとの接触面を広く形成されている。また、ガイド板７は、ワーク
Ｗを浮き上がらないように載置台６に十分な荷重で押さえ付けるために十分な板厚及び強
度を有し、例えば金属材料で形成され、一方、ワークＷの搬送を阻害しないように、ワー
クＷとの接触面すなわち下面に自己潤滑性を有する樹脂材料を設け、摩擦係数が０．１以
下であることが好ましい。ガイド板７に設けられる樹脂材料としては、例えばテフロン（
登録商標）が挙げられる。
【００４５】
　ガイド板７は、上部ローラ４１，５１と同様に、測定されるワークＷの板厚に応じて、
また測定を開始する際にガイド板７と載置台６との間にワークＷを挿入し易くするために
、上下に移動させることができる。そのため、ガイド板７を支持するガイド板支持フレー
ム７１は、ガイド板駆動部７２により上下に移動自在である。ここで、ガイド板７は、前
記したように、センサ支持アーム２４で位置が固定されたセンサ１１を囲んで設けられて
いる。そこで、ガイド板支持フレーム７１は、センサ１１に移動が妨げられないように、
センサ１１を把持する腕部２４ａを跨いだ前後２箇所で載置台６上に支持壁２３から突き
出すように腕部７１ａ，７１ａが形成され、この腕部７１ａ，７１ａでガイド板７を支持
している。ガイド板駆動部７２は、例えば給気チューブ及び排気チューブ（図示省略）を
接続したエアシリンダであり、支持壁２３の正面（表面）に本体（シリンダ部分）が固定
され、ガイド板支持フレーム７１に接続されたピストン部分が上下に移動して、ガイド板
７を所定の圧力でワークＷに押し付けるように移動させる。
【００４６】
　本発明に係る連続板厚測定装置は、静電容量式の厚さ計で計測可能な板厚で、第１送り
ローラ４と第２送りローラ５のそれぞれの当接部の間（矯正領域）において平坦に矯正す
ることが可能な板材であれば測定することができる。例えば、板材（被測定物）の材料に
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応じて、静電容量式厚さ計１の設定やセンサ１１，１２の仕様を替えたり、ガイド板７や
送りローラ４，５の周面の材料、あるいは押圧の強さを調整する。
【００４７】
〔板プロフィル検査装置〕
　本発明に係る連続板厚測定装置は、圧延板のクラウン量やクラウン率を算出するクラウ
ン検査装置、あるいは圧延板のリップル検査を行うリップル検査装置に使用することがで
きる。図１に示すように、本発明に係る板プロフィル検査装置（クラウン検査装置、リッ
プル検査装置）８０は、連続板厚測定装置１０に、さらにデータ処理ＰＣ（演算処理手段
、記憶装置）８及びモニタ（通知手段）９を備える。
【００４８】
　（データ処理ＰＣ）
　データ処理ＰＣ８は、図７に示すように、演算部（演算処理手段）８２として機能する
ＣＰＵ及び記憶装置８１となるＨＤＤを内蔵した一般的なＰＣ（パーソナルコンピュータ
）が適用され、ケーブル（図示省略）等で静電容量式厚さ計１の本体に接続されて設けら
れる。演算部８２は、位置特定部８２ａ、算出部８２ｂ、判定部８２ｃを備え、静電容量
式厚さ計１が測定したワークＷの板厚の値に基づいて、ワークＷの板プロフィルを求める
。記憶装置８１は、静電容量式厚さ計１から入力される板厚の値を記憶したり、演算部８
２が実行する処理のプログラムや合否判定をするための閾値等を予め入力されて記憶して
いる。データ処理ＰＣ８によるこれらの処理については、後記する圧延プロフィル検査方
法にて詳細に説明する。
【００４９】
　（モニタ）
　モニタ９は、例えば液晶ディスプレイが適用され、データ処理ＰＣ８に接続されたり、
あるいはデータ処理ＰＣ８と一体のノート型ＰＣとしてもよく、データ処理ＰＣ８が静電
容量式厚さ計１から入力されたワークＷの板厚の値に基づく評価結果等を表示する。
【００５０】
〔板厚測定方法〕
　本実施形態に係る連続板厚測定装置１０でワークＷの板厚を測定する方法を、図６を参
照して説明する。なお、図６、及び後記の図７の各正面図においては、載置台６及びガイ
ド板７は、センサ１１，１２が設置された位置（測定部）における断面で表す。
【００５１】
　（測定準備）
　はじめに、ワークＷを載置台６上の第１送りローラ４の前側（搬入部）に載置し、図６
（ａ）に示すように、後側の端部（先端）が測定部（センサ１１，１２間）の手前であっ
て、ガイド板７の下に配置されるように載置台６上を滑らせて移動させる。このとき、送
りローラ４，５の上部ローラ４１，５１及びガイド板７は、ワークＷの板面（上面）に対
して隙間を有するように、予め、上下駆動部３２及びガイド板駆動部７２により、ある程
度高い位置に移動させておく。
【００５２】
　次に、この状態で、ワークＷを押圧するようにガイド板駆動部７２を動作させてガイド
板７を降下させ、同様に、上下駆動部３２を動作させて、上部ローラ支持フレーム３１ご
と上部ローラ４１，５１を降下させて、上部ローラ４１が空回りせずにワークＷを押圧す
るように第１送りローラ４でワークＷを挟持する（図６（ｂ）参照）。
【００５３】
　（測定）
　送り機構３の駆動モータ３３及び静電容量式厚さ計１を起動して、ワークＷの搬送及び
板厚の測定を開始する。ワークＷの板厚の測定が開始されると、ワークＷが搬送され、セ
ンサ１１，１２間をワークＷの先端が通過し、ワークＷ先端から板厚の測定が開始される
。さらにワークＷは、その先端が第２送りローラ５に到達すると、第２送りローラ５にも
挟持されて、２組の送りローラ４，５で搬送されるようになる（図６（ｃ）参照）。
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【００５４】
　ワークＷは、その前側の端（末端）が第１送りローラ４を通過した後も第２送りローラ
５によって引き続き搬送され、末端がセンサ１１，１２間を通過すると、ワークＷの末端
までの板厚の測定の終了となる。さらにワークＷは、その末端が第２送りローラ５を通過
すると、送りローラ４，５のいずれにも挟持されなくなるため、載置台６上の第２送りロ
ーラ５の後側（搬出部）で静止する（図６（ｄ）参照）。なお、駆動モータ３３及び静電
容量式厚さ計１は、図示しないセンサにより停止して、ワークＷの板厚の測定のための作
業を完了する。
【００５５】
〔圧延プロフィル検査方法〕
　板プロフィル検査装置８０は、連続板厚測定装置１０が測定したワークＷの板厚に基づ
いて圧延プロフィル（板プロフィル）を検査することができる。リップル検査方法は連続
板厚測定工程及びリップル検査工程を行い、クラウン検査方法は連続板厚測定工程及びク
ラウン算出工程を行う。それぞれの方法を、図７を参照して説明する。
【００５６】
　（連続板厚測定工程）
　静電容量式厚さ計１で測定された板厚の値は、随時データ処理ＰＣ８へ出力される（例
えば図８に示すデータ）。データ処理ＰＣ８においては、演算部８２が、板厚の値を入力
される毎に、ワークＷの先端からの距離（測定位置）に関連付けて記憶装置８１に記憶す
る（図７参照）。詳しくは、センサ１１，１２間をワークＷの先端が通過した時に、静電
容量の変化により静電容量式厚さ計１で測定された板厚の値も大きく変化するため、デー
タ処理ＰＣ８は、静電容量式厚さ計１から入力されたこの板厚の値の変化した直後の値を
ワークＷの先端における板厚と認識し、同時にこの値が入力された時を測定開始の時とす
るように、予め設定されている。そして、ワークＷの末端がセンサ１１，１２間を通過し
た時も、先端通過時と同様に板厚の値が大きく変化するため、データ処理ＰＣ８は、変化
する直前の値をワークＷの末端における板厚と認識し、同時にこの値が入力された時を測
定終了の時とするように、予め設定されている。そして、データ処理ＰＣ８に入力された
板厚の値は、演算部８２の位置特定部８２ａがワークＷにおける測定位置を特定し、この
測定位置と関連付けて記憶される。測定位置は、例えば、先端から何回目に入力された値
であるかに応じて予め入力されたものを位置特定部８２ａが順番に割り当ててもよいし、
ワークＷにおける板厚の測定間隔ｄを予め入力しておいて、演算部８２がＮ回目に入力さ
れた値の測定位置を(Ｎ－１)ｄと算出することにより特定することもできる。
【００５７】
　（リップル検査工程）
　ワークＷの末端における板厚が測定された後、データ処理ＰＣ８は、設定により自動的
に、あるいはキーボード等の入力手段（図示省略）で命令を入力されることにより、演算
部８２の算出部８２ｂが、記憶装置８１に記憶されたワークＷの測定方向（搬送方向）の
全体にわたる板厚から平均値、最小値、最大値、標準偏差等を算出して、モニタ９に表示
させる。また、データ処理ＰＣ８は、例えばワークＷの板厚の測定方向に沿った分布を、
横軸に測定位置を示す値（先端からの距離）を、縦軸に板厚の値を表したプロット図（図
８参照）として表示させ、あるいは静電容量式厚さ計１から板厚の値が入力される度に、
モニタ９にプロット図を描画するように設定されてもよい。
【００５８】
　本実施形態に係る連続板厚測定装置１０によれば、ワークＷを当該ワークＷの圧延方向
に連続して板厚測定することで、リップル検査を行うことができる。金属板にリップルが
発生すると圧延方向に直交する縞模様（リップルマーク）が表面に現れ、その原因の一つ
として、圧延速度ムラ等により圧延方向に沿って波状に板厚が変化したことがある。した
がって、図８（ａ）に示すように、板厚の変化を強調したプロット図に表すことで、板厚
の周期的な変化を容易に検知することができる。
【００５９】
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　また、板厚の変化量の上限値、ならびにこの上限値を超えて板厚が変化した距離や変化
の周期のような閾値を設定し、データ処理ＰＣ８に予め入力することで、演算部８２の判
定部８２ｃがリップルの有無を自動的に判定することができ、プロット図でオペレータが
目視判定しなくてもよい。さらに演算部８２がリップルの発生を検知した場合は、モニタ
９での表示やスピーカ（図示省略）でオペレータ等、外部へ通知するように設定されても
よい。
【００６０】
　（クラウン算出工程）
　また、本実施形態に係る連続板厚測定装置１０によれば、前記の連続板厚測定工程にお
いて、ワークＷを当該ワークＷの圧延方向に直交する方向（圧延直角方向、圧延幅方向）
に連続して板厚測定することで、クラウンやウェッジを評価することができる。これらは
板厚の圧延直角方向における均一性の指標であり、主にワークロールの圧延荷重の偏りに
伴って増大する。クラウンは圧延直角方向の中央部の板厚が厚くなるもので、ウェッジは
圧延直角方向の両端で板厚に差を生じるものである。
【００６１】
　詳しくは、図９のワークＷの圧延方向に直交する断面図に示すように、圧延幅中心の板
厚をｔC、圧延幅両端の板厚をそれぞれｔE1，ｔE2で表したとき、クラウン量＝ｔC－(ｔE

1＋ｔE2)／２、クラウン率（％）＝[ｔC－(ｔE1＋ｔE2)／２]／ｔC×１００、ウェッジ量
＝|ｔE1－ｔE2|、ウェッジ率（％）＝|ｔE1－ｔE2|／ｔC×１００で示される。したがっ
て、データ処理ＰＣ８において、演算部８２の算出部８２ｂが、記憶装置８１に板厚の測
定位置と関連付けて記憶された板厚の値からｔC，ｔE1，ｔE2を検出して、前記それぞれ
の式にしたがいこれらの指標の値を算出することができ、モニタ９に表示させること等が
できる。さらにこれらの指標の上限値（閾値）を設定し、データ処理ＰＣ８に予め入力す
ることで、演算部８２の判定部８２ｃが自動的に板厚の圧延直角方向における均一性を判
定することができる。なお、演算部８２が上限値（閾値）と算出された値とを比較して上
限値を超えたと判断し、不合格と判定した場合には、モニタ９での表示やスピーカでオペ
レータ等、外部へ通知するように設定されてもよい。
【００６２】
〔クラウン制御装置、クラウン制御方法〕
　金属板の圧延において、板プロフィル検査装置（クラウン検査装置）でクラウン量やウ
ェッジ量等を測定して、前記クラウン量等が所定範囲外の場合に、測定した金属板を圧延
した圧延機に、制御パラメータを補正させることもできる。
【００６３】
　本発明に係るクラウン制御装置８０Ａは、前記板プロフィル検査装置８０に、さらに補
正手段を備えたものである。ここでは、図７に示すように、データ処理ＰＣ８Ａの演算部
８２が補正部（補正手段）８２ｄを備える。この補正部８２ｄは、予め記憶装置８１に記
憶されているクラウンについての設定値と測定された板厚から算出した値との差分を求め
、この差分を０にする（減少させる）ような補正値を算出して、圧延機ＰＳに送信する。
圧延機ＰＳは、クラウン制御装置８０Ａでクラウン検査をした金属板を圧延した圧延機で
あり、受信した補正値に制御パラメータを再設定して補正するように構成されている。
【００６４】
　（圧延機）
　圧延機ＰＳは、多段式圧延機等の公知のものであり、オペレータの操作等により各種の
制御パラメータが設定される。クラウン量に影響する制御パラメータには、例えばワーク
ロールを支持する中間ロールと、この中間ロールを支持する支持ロールの各変位手段の位
置や荷重が挙げられる。さらに圧延機ＰＳは、前記した通り、各種制御パラメータを外部
からの信号により再設定可能に構成されている。
【００６５】
　（補正値算出工程、補正指示工程）
　前記のクラウン算出工程にてデータ処理ＰＣ８Ａの演算部８２が算出した金属板のクラ
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ウン量が、予め入力されたクラウン量の許容範囲外であった場合、その差に基づいて、演
算部８２の補正部８２ｄが補正すべき制御パラメータ及びその補正値を算出する（補正値
算出工程）。具体的には、補正部８２ｄは、金属板の測定位置毎の板厚の絶対値（例えば
図９に示すｔC，ｔE1，ｔE2）やクラウン量等を総合的に勘案して、ロールギャップ量を
小さくしたり、圧延幅における特定の部位の支持ロールの荷重を大きくする等、圧延機Ｐ
Ｓの仕様に応じて予め設定されたプログラムにしたがって算出する。そして、演算部８２
は、算出した補正値を補正命令として圧延機ＰＳに出力（送信）する（補正指示工程）。
補正命令を受信した圧延機ＰＳは、制御パラメータを再設定して補正する。なお、先行し
て圧延した金属板の板プロフィルに基づいて、圧延機の各種制御パラメータの補正値を決
定する具体的な方法として、例えば特公昭６３－４９５６８号公報や特開２００６－１８
１６０９号公報に記載された制御方法を適用することができる。
【００６６】
　以上、本発明について、実施の形態を示して詳細に説明したが、本発明の趣旨は前記し
た内容に限定されることなく、前記した記載に基づいて広く改変・変更等することができ
ることはいうまでもない。以下、それぞれの要素について例示する。
【００６７】
　連続板厚測定装置１０は、ワークＷが搬送され易くなるように、第１送りローラ４の前
方に回転自由なローラ（いわゆる、ころ）を設けてもよい。
　載置台６は、送りローラ４，５のローラ幅よりも載置面が狭い場合は、下部ローラ４２
，５２が設けられたそれぞれの位置で分断されて形成され、この場合においても、分断さ
れた載置台６のそれぞれは、上面が一の基準面を有するように設置される。
【００６８】
　上部ローラ４１，５１は、同時に上下移動させるだけでなく、個別に移動可能に構成さ
れてもよい。例えば、ワークＷを載置台６の搬入部に載置して板厚の測定を開始する際に
、上部ローラ４１のみを上方に移動させてワークＷを下部ローラ４２と挟み込んでもよい
。
【００６９】
　また、上部ローラ４１，５１は同じ回転速度でなくてもよく、例えば従動プーリ３５が
従動プーリ３４よりも径を小さく形成されて、上部ローラ５１の方が上部ローラ４１より
も回転速度が速くなるように構成されてもよい。後方の第２送りローラ５による搬送速度
を速くすることで、ワークＷは、第１送りローラ４と第２送りローラ５のそれぞれの当接
部の間で、前後方向に引っ張られながら搬送されるため、撓み等の変形が矯正された状態
で板厚を計測されるために精度が向上する。
【００７０】
　このとき、上部ローラ４１，５１の回転速度の差（送りローラ４，５による搬送速度の
差）は大きいと、ワークＷが前後に過剰に引っ張られて、上部ローラ４１，５１のいずれ
かの当接部でスリップする等して搬送速度が不均一となる虞があるため、差が大きくなり
過ぎないように設計する。あるいは、前方の上部ローラ４１は、その周面の弾性部材が上
部ローラ５１の周面の弾性部材よりも摩擦係数の小さい材料で形成されたり、ワークＷへ
の押圧を上部ローラ５１よりも弱くして、ワークＷが上部ローラ４１で優先的にスリップ
するようにして、ワークＷが後方の第２送りローラ５の搬送速度で安定して搬送されるよ
うに設計してもよい。また、従動プーリ３４，３５にギアを介する等により、上部ローラ
４１，５１は回転速度を個別に制御できるように設計されてもよい。
【００７１】
　下部ローラ４２，５２は、上部ローラ４１，５１と同期して駆動モータ３３で回転駆動
させる構成としてもよい。この場合、送り機構３は、上部ローラ４１，５１と同様に、下
部ローラ４２，５２の回転軸に従動プーリを設けて、駆動モータ３３の回転を伝達させる
。
【００７２】
　ガイド板７は、ガイド板駆動部７２を設けずに、上部ローラ支持フレーム３１にガイド



(17) JP 2013-145209 A 2013.7.25

10

20

30

40

50

板支持フレーム７１を介して固定されて、上下駆動部３２により上部ローラ４１，５１と
一体に移動させるように設計されてもよい。また、押さえ手段７０は、平板状のガイド板
７に代えて、周面が搬送されるワークＷに当接して追随して回転するローラ状の部材を備
えてもよい。この場合、前記のローラ状の部材は、上部ローラ４１，５１と同様に周面に
弾性部材を設ける。このような構成であれば、押圧してもワークＷの搬送を阻害しない。
【００７３】
　連続板厚測定装置１０による板厚の測定において、静電容量式厚さ計１は、ワークＷの
板厚を正確に測定するために、ワークＷを載置台６に載置する前に、板厚が既知の基準サ
ンプルを載置台６上の測定部に載置してガイド板７で押圧して固定し、静電容量式厚さ計
１の校正を行うことが好ましい。
【００７４】
　また、静電容量式厚さ計１及び駆動モータ３３は、ワークＷの末端が第２送りローラ５
を通過した後に、手動で停止させてもよい。あるいは、例えばデータ処理ＰＣ８が、入力
された板厚の値をワークＷの末端の板厚の値であると特定した時に、静電容量式厚さ計１
を停止させるように設定されてもよく、さらにその指定時間経過後に駆動モータ３３を停
止させるように設定されてもよい。
【００７５】
　データ処理ＰＣ８は、ワークＷの板厚測定の開始と終了の時を、板厚の値の変化以外に
、例えば入力された板厚の値が予め設定された所定範囲内になった時及び所定範囲を外れ
た時で認識するように、予め設定されていてもよい。また、データ処理ＰＣ８は、ワーク
Ｗにおける板厚の測定位置を、例えば当該板厚の測定時（開始時からの経過時間）とワー
クＷの搬送速度とから算出してもよく、あるいは搬送速度に代えて、入力されたワークＷ
の測定方向長さと先端の測定時から末端の測定時までの経過時間とを用いて算出するよう
に設定されていてもよい。
【００７６】
　クラウン検査において、データ処理ＰＣ８は、連続板厚測定装置１０が出力したワーク
Ｗの板厚のすべてを記憶しなくてもよく、最初と最後に、及びその中間の時点に入力され
た板厚の値のみを用いてクラウン率やウェッジ率等を算出することができる。
【００７７】
　板プロフィル検査装置８０及びクラウン制御装置８０Ａは、モニタ９以外の通知手段と
して、さらにプリンタやスピーカをデータ処理ＰＣ８，８Ａに接続して設けて、評価結果
等を出力したり警告音を発生させてもよい（図示省略）。
【００７８】
　クラウン制御装置８０Ａは、補正手段（補正部８２ｄ）をデータ処理ＰＣ８Ａに内蔵せ
ず、例えば圧延機の制御パラメータを設定する制御盤に備える構成であってもよい。この
場合、クラウン制御装置８０Ａのデータ処理ＰＣ８Ａは、先行して圧延した金属板につい
て、クラウン量や板厚分布等の圧延機の補正手段に対応した値を圧延機に出力する（図示
省略）。
【符号の説明】
【００７９】
　１０　　連続板厚測定装置
　１　　　静電容量式厚さ計（厚さ計）
　１１，１２　センサ
　２２　　下部ローラ支持フレーム
　２３　　支持壁
　２４　　センサ支持アーム
　３　　　送り機構
　３１　　上部ローラ支持フレーム
　３２　　上下駆動部
　３３　　駆動モータ
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　４　　　第１送りローラ（前方の送りローラ）
　４１　　上部ローラ
　４２　　下部ローラ
　５　　　第２送りローラ（後方の送りローラ）
　５１　　上部ローラ
　５２　　下部ローラ
　６　　　載置台
　７０　　押さえ手段
　７　　　ガイド板（平板状の部材）
　７１　　ガイド板支持フレーム
　７２　　ガイド板駆動部
　８０　　板プロフィル検査装置（クラウン検査装置、リップル検査装置）
　８０Ａ　クラウン制御装置
　８，８Ａ　データ処理ＰＣ
　８１　　記憶装置
　８２　　演算部（演算処理手段）
　８２ａ　位置特定部
　８２ｂ　算出部
　８２ｃ　判定部
　８２ｄ　補正部（補正手段）
　９　　　モニタ（通知手段）
　Ｗ　　　ワーク（被測定物、金属板）
　ＰＳ　　圧延機

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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